
陸運と安全衛生 №694 2026年 10月（毎月 1回 10日発行）                       （10） 

 

 

職場のメンタルヘルス対策の推進に係る

労働安全衛生法改正のＱ＆Ａ

Ｑ１ ストレスチェックは、常時使用する従業員が50人未満の事業
場は、いつから義務化されますか？

Ａ１

◆ 令和10年４月１日から労働者50人未満の事業場にもストレスチェックの

実施が義務付けられ、事業場の規模にかかわらず、全ての事業場が実施の

対象になります。

Ｑ２ ストレスチェックの大まかな流れはどのようなものでしょうか？

Ａ２

◆ 初めてストレスチェックを実施する場合においては、方針を表明し、従

業員の意見を聴取し、社内ルールを作成・周知します。

◆ 全ての従業員に対して、１年以内ごとに１回、ストレスチェックを実施

します。

◆ ストレスチェックの結果、高ストレス者として

面接指導が必要と評価された労働者から申し出が

あった場合に、事業者は医師による面接指導を実

施しなければなりません。

◆ ストレスチェックの結果を集団分析し、その結

果を踏まえて職場環境の改善を行います。

Ｑ３ ストレスチェックの実施に当たり注意すべき点はどのような
ことでしょうか？

Ａ３

◆ 労働者のプライバシーを保護しなければなりません。ストレスチェック

や面接指導で個人の情報を取り扱う者には、罰則付きで守秘義務が課され

ます。

◆ ストレスチェック結果や面接指導結果などの個人情報は、適切に管理し、

社内で共有する場合でも、必要最小限の範囲にとどめる必要があります。

◆ 面接指導の結果を理由として、解雇、雇い止め、退職勧奨、不当な動

機・目的による配置転換・職位の変更を行うことは禁止されています。


